別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名:モノづくりセンター事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　モノづくり振興課　モノづくり担当　電話番号：058-272-1111（内3098）

E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：76,245千円（前年度予算額：79,744千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県内中小企業の総合窓口として、研究開発から販売促進まで一貫して支援するため、

　(財)岐阜県産業経済振興センターに設置する「モノづくりセンター」の企業支援及び　

　体制整備に要する経費を補助する。

　(１)コーディネーター設置事業　52,362千円（54,981千円）

　　・専門スタッフ（コーディネーター）を専門分野（経営、技術、販売促進、産学官　

　　　連携、ＩＴ、金融、デザイン、農業）ごとに配置。

　　・国・県の中小企業支援の情報を１カ所にとりまとめ、ワンストップサービスで提
　　　供するほか、御用聞きによる企業の問題解決に向けた支援を行う。
　

  (２)専門家派遣事業　7,500千円（7,500千円）

　　経営、技術、デザイン等に関するアドバイザーを県内中小企業に派遣する。

　　
  (３)事業可能性評価委員会運営事業　162千円（162千円）
　　複数の専門家からなる評価委員会で、中小企業者及び創業予定の方の事業プランを

　　販売面、技術面等多面的に分析・評価するとともに、コーディネーターが継続的な

　　支援を行い、新事業展開、新製品開発等を促進する。

  (４)取引推進関連事業　6,308千円（6,308千円）
　  ①取引あっせんネットワーク事業　1,136千円（1,136千円）
　　 より正確で効果的な取引あっせんを行うために必要な情報システムの維持管理を

　　 行う。
　　②企業情報等収集提供事業　2,742千円（2,742千円）
　　 県内外の発注企業や県内の受注企業を訪問して発注品等の情報収集・提供を行うと

　　 ともに、インターネット等を通じて受注・発注希望企業の情報や講習会・講演会開
　　 催等の情報を提供する。
    ③商談会等開催事業　2,000千円（2,000千円）
　　 大手企業を発注企業として招聘する広域商談会や、県内中小企業とのつながりが薄

　　 い首都圏等の大企業、新規業種を訪問し、個別企業の持つ技術等を直接ＰＲするビ

　　 ジネスマッチング・キャラバンを開催する。

　　④事業推進諸費　430千円（430千円）
　　 取引推進関連事業の円滑な実施に必要な事務的経費（負担金等）

  (５)セールスレップコーディネート事業　977千円（977千円）

　　営業力の弱い中小企業の販路拡大を図るため、販売のプロであるセールスレップの　

　　活用を推進するセミナーを開催するとともに、希望企業に対してマーケティング企

　　画のブラッシュアップやセールスレップとのマッチングを行う。

  (６)オープン・イノベーション促進事業　1,700千円（2,700千円）
　　研究開発成果を新製品開発に結びつけるには、企業同士の連携による新商品開発（オ

　　ープンイノベーション）を促進することが必要である。そこで、県外大手・中堅企

　　業のニーズにあった新製品開発や異業種を含めた企業間連携による新分野進出や新

　　製品開発を実施し、研究開発成果等の実用化を目指す。

  (７)支援体制整備事業　1,128千円（1,128千円）
　　モノづくりセンター事業の円滑な実施に必要な体制整備にかかる事務的経費（諸謝

　　金等）

 （新)モノづくり現場カイゼン力強化事業　2,000千円

　  県内中小企業の「ムダ取り」「カイゼン」活動に対する意識の醸成、導入啓発、定着

    を推進するために、基礎的知識の習得を目的とする座学研修会及び、実習工場で模

　　擬改善を行う更に実践的な研修会を実施する。
  (８)「ムダ取り」推進事業　162千円（5,988千円）

　　H22年度に実施したモデル事業の実践効果の成果報告会を開催する。
（９）デザイン開発支援推進費  3,946千円
モノづくりセンターのデザイン開発支援事業の実施に必要な事務的経費（旅費等）
	２　所要経費


	事業名
	補助額

	コーディネーター設置事業
	52,362千円 (54,981千円)

	専門家派遣事業
	 7,500千円  (7,500千円)

	事業可能性評価委員会運営事業
	   162千円    (162千円)

	取引推進関連事業
	 6,308千円  (6,308千円)

	セールスレップコーディネート事業
	   977千円    (977千円)

	オープン・イノベーション促進事業
	 1,700千円  (2,700千円)

	支援体制整備事業
	 1,128千円  (1,128千円)

	モノづくり現場カイゼン力強化事業
	 2,000千円      (-千円)

	「ムダ取り」推進事業
	   162千円  (5,988千円)

	デザイン開発支援推進費
	 3,946千円　　　(-千円)

	合計
	76,245千円 (79,744千円)


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化
　　○中小企業の生産性向上
　　　◆ムダ取り・カイゼンの促進
　　　◆中小企業の取引支援
	２　これまでの取組状況


　モノづくりセンターとして、県内中小企業に対し、次の支援を実施。　
  ・コーディネーター設置事業

　　　相談対応（経営面、技術面等）　延べ2,534件（H21）

  ・専門家派遣事業　
　　　派遣回数　130企業、613回（H21）

　・事業可能性評価委員会運営事業

　　　申請企業数　12社（うちＡ評価7社）（H21）
　・取引推進関連事業

　　　取引あっせん成立件数116件、契約成立当初受注金額95,434千円（H21）
　　　商談会・マッチングキャラバン開催7回　取引成立件数18件（H21）
　・セールスレップコーディネート事業
　　　販路開拓支援セミナー開催　参加者53名（H21）

　　　商談会開催2回　応募10社（うち契約成立2社）（H21）

　・オープン・イノベーション促進事業

　　　H22年度事業開始し、これまでに次世代自動車関連分野（9月）及び航空機関連分
　　　野（11月）のゼミナールを設置。また、航空機関連分野の最新動向セミナーを10
　　　月に開催（参加者74名）。
　・「ムダ取り」推進事業
　　　モデル事業実践企業6社採択

　　　モデル事業の成果発表会開催　参加者95名
　　　推進研修会開催2回　参加者（経営者コース56名、担当者コース66名）

	３　これまでの取組に対する評価


　　モノづくりセンターは、県内中小モノづくり産業の抱える課題解決に向け、総合的
　な支援を行う中核機関として平成20年4月に設置された。
　　コーディネーターは、相談に来るのを待っているだけではなく、積極的に県内中小
　企業を回って御用聞きし、そこから得た企業ニーズを支援施策に結びつけるなど、そ

　の活動は評価できる。

　　県内中小企業にとって依然厳しい経済状況が続く中、企業が直面する様々な経営課
　題の解決に向けて、県事業だけではなく、戦略的基盤技術高度化支援事業をはじめと
　する国事業にも積極的に取り組んでおり、業務量は逓増してきている。
　　事業可能性評価やオープン・イノベーション促進事業をはじめとする企業の新事業

　展開、新製品開発等の支援に加えて、セールスレップを活用した事業や県内中小企業

　と大手企業との接点を広げる広域商談会を開催するなど、新製品開発から販売促進ま
　で一貫した支援を行っている。加えて、「ムダ取り」「カイゼン」など企業の生産工程
　改善意識の普及支援に取り組み、県内企業の経営向上に貢献している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	79,744
	0

	0

	0

	0

	0

	0

	0

	79,744

	要求額
	76,245
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	76,245

	決定額
	76,245
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	76,245


